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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

   

 
(注) １  当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

２  １株当たり情報の算定上の基礎は、「第４  経理の状況」中、「１  四半期連結財務諸表」の「１株当たり

情報」に記載しております。 

３ 自己資本比率は、((四半期)期末純資産の部合計－(四半期)期末新株予約権－(四半期)期末少数株主持分)を

(四半期)期末資産の部の合計で除して算出しております。 

   

当第１四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。 

   

１ 【主要な経営指標等の推移】

 
平成24年度第１四半期 

連結累計期間
平成25年度第１四半期 

連結累計期間
平成24年度

 
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日)

(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日)

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日)

経常収益 百万円 71,729 72,267 294,010 

経常利益 百万円 19,244 25,974 95,079 

四半期純利益 百万円 11,201 15,426 ― 

当期純利益 百万円 ― ― 55,342 

四半期包括利益 百万円 6,643 14,036 ― 

包括利益 百万円 ― ― 92,431 

純資産額 百万円 827,685 896,779 895,664 

総資産額 百万円 12,798,518 13,284,590 13,468,743 

１株当たり四半期純利益金額 円 8.34 11.82 ― 

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 41.66 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

円 8.34 11.81 ― 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

円 ― ― 41.64 

自己資本比率 ％ 6.04 6.32 6.23 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

   

該当事項はありません。 

   

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間のわが国経済を振り返りますと、金融緩和や経済対策の効果などにより景

気は回復基調で推移しました。すなわち、個人消費は政策への期待による株高などを受けて消費者心理

が改善するなか、引き続き底堅く推移しました。住宅投資も復興需要に加えて、金利上昇予想の拡大に

よる住宅購入意欲の高まりや、消費税率引き上げ前の駆け込み着工もあり、増勢を強めました。また設

備投資も企業マインドが改善するなかで持ち直しつつあり、公共投資についても緊急経済対策の執行な

どにより堅調に推移しました。輸出に関しては、米国を中心とした海外経済の持ち直しや円安傾向の影

響もあり、増加基調を維持しました。 

神奈川県内景気は上向きの動きが広がりました。すなわち、個人部門については、消費マインドの改

善などにより個人消費が底堅く推移しました。また企業部門については、海外経済の持ち直しなどを受

けて輸出の増加が続き、企業の生産活動が上向きました。 

金融面では、日本銀行による「量的・質的金融緩和」の導入を背景に、短期金利が低位で安定的に推

移しました。一方、長期金利は、日銀の大胆な金融緩和を受けて４月初旬に一時急低下する場面もあり

ましたが、その後、米国金利の上昇傾向もあり、水準を切り上げました。 

このような金融経済環境のもと、「お客さま、株主、行員、地域社会にとって魅力あふれる金融機

関」の実現を目指し、当行グループの強みであるリージョナル・リテール分野に経営資源を集中投下

し、中期経営計画に定める基本戦略の実施に努めてまいりました。 

この結果、当第１四半期連結累計期間における業績は、以下のとおりとなりました。 

預金は、総合取引の推進等による拡大に努めましたが、当期において公金預金の取り崩し等により、

1,410億円減少し、11兆3,092億円となりました。このうち、定期性預金は当期において282億円増加

し、３兆3,210億円となりました。 

次に、貸出金は当期において444億円増加し、９兆3,883億円となりました。また、有価証券は当期に

おいて791億円減少し、２兆1,405億円となりました。なお、このうち国債は、当期において930億円減

少し、7,802億円となりました。 

そのほか、総資産は当期において1,842億円減少し、13兆2,845億円となり、純資産は当期において11

億円増加し、8,967億円となりました。 

当期の損益につきましては、資金運用収益を中心とする経常収益が722億６千７百万円となり、営業

経費を中心とする経常費用が462億９千３百万円となった結果、経常利益は、前年同期に比べ67億３千

万円増加し、259億７千４百万円となりました。また、四半期純利益は、前年同期に比べ42億２千５百

万円増加し、154億２千６百万円となりました。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①  国内・海外別収支 

当第１四半期連結累計期間の資金運用収支は、前第１四半期連結累計期間比５億９千４百万円減少

して396億７千７百万円、役務取引等収支は、前第１四半期連結累計期間比41億８千６百万円増加し

て145億４百万円、特定取引収支は、前第１四半期連結累計期間比６百万円増加して４億３千４百万

円、その他業務収支は、前第１四半期連結累計期間比１億４千８百万円減少して39億８千６百万円と

なりました。 

   

 
(注) １  「国内」とは、当行(海外店を除く)及び国内に本店を有する連結子会社(以下「国内連結子会社」という。)

であります。 

「海外」とは、当行の海外店及び海外に本店を有する連結子会社(以下「海外連結子会社」という。)であり

ます。 

２  「相殺消去額」には内部取引金額等を表示しております。 

   

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支 
前第１四半期連結累計期間 39,913 358 ― 40,271 

当第１四半期連結累計期間 39,339 338 ― 39,677 

  うち資金運用収益 
前第１四半期連結累計期間 42,684 366 309 42,740 

当第１四半期連結累計期間 42,033 345 310 42,068 

  うち資金調達費用 
前第１四半期連結累計期間 2,771 7 309 2,469 

当第１四半期連結累計期間 2,694 6 310 2,390 

役務取引等収支 
前第１四半期連結累計期間 10,319 △1 ― 10,318 

当第１四半期連結累計期間 14,505 △0 ― 14,504 

  うち役務取引等 
  収益 

前第１四半期連結累計期間 11,660 0 ― 11,660 

当第１四半期連結累計期間 15,271 0 ― 15,271 

  うち役務取引等 
  費用 

前第１四半期連結累計期間 1,340 1 ― 1,341 

当第１四半期連結累計期間 765 1 ― 766 

特定取引収支 
前第１四半期連結累計期間 428 ― ― 428 

当第１四半期連結累計期間 434 ― ― 434 

  うち特定取引収益 
前第１四半期連結累計期間 428 ― ― 428 

当第１四半期連結累計期間 434 ― ― 434 

  うち特定取引費用 
前第１四半期連結累計期間 0 ― ― 0 

当第１四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

その他業務収支 
前第１四半期連結累計期間 4,134 0 △0 4,134 

当第１四半期連結累計期間 3,993 △6 △0 3,986 

  うちその他業務 
  収益 

前第１四半期連結累計期間 15,885 0 △0 15,886 

当第１四半期連結累計期間 12,169 ― 6 12,163 

  うちその他業務  
  費用 

前第１四半期連結累計期間 11,751 ― ― 11,751 

当第１四半期連結累計期間 8,176 6 6 8,176 
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②  国内・海外別預金残高の状況 

○  預金の種類別残高(末残) 

   

 
(注) １  「国内」とは、当行(海外店を除く)及び国内連結子会社であります。 

「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。 

２  流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

３  定期性預金＝定期預金 

４  「相殺消去額」には内部取引金額等を表示しております。 

   

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計 
前第１四半期連結会計期間 10,971,297 1 34 10,971,264 

当第１四半期連結会計期間 11,309,332 0 40 11,309,291 

  うち流動性預金 
前第１四半期連結会計期間 7,470,322 1 ― 7,470,323 

当第１四半期連結会計期間 7,766,181 0 ― 7,766,182 

  うち定期性預金 
前第１四半期連結会計期間 3,311,096 ― ― 3,311,096 

当第１四半期連結会計期間 3,321,051 ― ― 3,321,051 

  うちその他 
前第１四半期連結会計期間 189,878 ― 34 189,843 

当第１四半期連結会計期間 222,098 ― 40 222,057 

譲渡性預金 
前第１四半期連結会計期間 75,352 ― ― 75,352 

当第１四半期連結会計期間 60,124 ― ― 60,124 

総合計 
前第１四半期連結会計期間 11,046,649 1 34 11,046,616 

当第１四半期連結会計期間 11,369,456 0 40 11,369,416 
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③  国内・海外別貸出金残高の状況 

○  業種別貸出状況(末残構成比) 

   

 
(注) １  「国内」とは、当行(海外店を除く)及び国内連結子会社であります。 

２  「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。 

   

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

①  対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、対処すべき課題について重要な変更はありません。 

②  財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当行の株式は譲渡自由が原則であり、株式市場を通じて多数の投資家の皆さまにより、自由で活発

な取引をいただいております。よって、当行の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方につ

いても、当行株式の自由な取引により決定されるべきであると考えております。 

このような認識のもと、当行は、株主共同の利益を中長期的に維持・向上させるため、経営の効率

性・収益性を高め、株主還元を積極的におこなうことを通じて企業価値の最大化に取り組んでおりま

す。 

なお、上記の考え方に照らして不適切な者によって当行の財務及び事業の方針の決定が支配される

ことを防止するための取り組み、すなわち買収防衛策は導入しておりませんが、現在の経営方針を徹

底し、株主の皆さまをはじめとする様々なステークホルダーとの信頼関係を確立していくことが、買

収防衛にとって重要であると考えております。 

   

業種別

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内 
(除く特別国際金融取引勘定分) 

9,178,370 100.00 9,376,888 100.00 

  製造業 1,015,740 11.07 982,962 10.48 

  農業、林業 3,085 0.03 3,189 0.03 

  漁業 7,991 0.09 8,230 0.09 

  鉱業、採石業、砂利採取業 4,306 0.05 4,229 0.05 

  建設業 262,591 2.86 242,176 2.58 

  電気・ガス・熱供給・水道業 13,897 0.15 15,624 0.17 

  情報通信業 61,765 0.67 57,444 0.61 

  運輸業、郵便業 361,924 3.94 344,596 3.67 

  卸売業、小売業 760,742 8.29 732,077 7.81 

  金融業、保険業 192,273 2.09 184,376 1.97 

  不動産業、物品賃貸業 2,396,483 26.11 2,484,708 26.50 

  その他の各種サービス業 747,740 8.15 726,005 7.74 

  地方公共団体 154,505 1.68 172,891 1.84 

  その他 3,195,324 34.82 3,418,377 36.46 

海外及び特別国際金融取引勘定分 8,338 100.00 11,470 100.00 

  政府等 ― ― ― ― 

  金融機関 ― ― ― ― 

  その他 8,338 100.00 11,470 100.00 

合計 9,186,708 ─── 9,388,358 ───
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
   

② 【発行済株式】 

 
(注) 平成25年８月１日から四半期報告書を提出する日までの平成13年改正旧商法に基づく新株予約権(ストックオプシ

ョン)の権利行使並びに会社法に基づく新株予約権(株式報酬型ストックオプション)の権利行使により発行された株

式数は含まれておりません。 

   

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

   

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

   

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

   

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
   

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

   

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,000,000,000 

計 3,000,000,000 

種類
第１四半期会計期間末 

現在発行数(株)
(平成25年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年８月２日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 1,310,071,054 
 

1,310,071,054 
(注) 

東京証券取引所
(市場第１部)

権利内容に何ら限定のない、
標準となる株式。 
単元株式数は1,000株。 

計 1,310,071,054 1,310,071,054 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数
(千株)

発行済株式 
総数残高
(千株)

資本金増減額 
 

(百万円)

資本金残高 
 

(百万円)

資本準備金 
増減額
(百万円)

資本準備金 
残高

(百万円)

平成25年４月１日～ 
平成25年６月30日 

－ 1,310,071 － 215,628 － 177,244 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による

記載をしております。 

① 【発行済株式】 

平成25年３月31日現在 

 

② 【自己株式等】 

平成25年３月31日現在 

 
(注) １ 上記のほか、株主名簿上は当行名義となっていますが、実質的に所有していない株式が 2,000株あります。

なお、当該株式は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の「株式数」の欄に含まれておりま

す。また、上記「①発行済株式」の「議決権の数」の欄には、当該完全議決権株式に係る議決権の数２個は含

まれておりません。 

２ 平成25年５月10日開催の取締役会決議に基づき、平成25年５月16日から平成25年６月５日までに、自己株式

9,019,000株を取得しました。 

   

該当事項はありません。 

   

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

1,607,000 
― 

「(1)②発行済株式」の「内容」に
記載のとおりであります。 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

1,305,111,000 
1,305,109 同上

単元未満株式 
普通株式 

3,353,054 
― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 1,310,071,054 ― ― 

総株主の議決権 ― 1,305,109 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義所有 
株式数(株)

他人名義所有 
株式数(株)

所有株式数の 
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

株式会社横浜銀行 
横浜市西区みなとみらい 
３丁目１番１号 

1,607,000 ― 1,607,000 0.12 

計 ― 1,607,000 ― 1,607,000 0.12 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

１  当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類

は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。 

   

２  当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(自平成25年４月

１日  至平成25年６月30日)及び第１四半期連結累計期間(自平成25年４月１日  至平成25年６月30日)に

係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

現金預け金 923,218 846,802

コールローン及び買入手形 250,527 225,707

買入金銭債権 140,652 135,189

特定取引資産 34,932 15,853

有価証券 ※2  2,219,630 ※2  2,140,509

貸出金 ※1  9,343,974 ※1  9,388,358

外国為替 5,742 6,428

リース債権及びリース投資資産 61,914 61,636

その他資産 145,253 125,839

有形固定資産 125,435 124,549

無形固定資産 12,922 12,601

繰延税金資産 16,723 18,518

支払承諾見返 256,681 250,862

貸倒引当金 △68,866 △68,266

資産の部合計 13,468,743 13,284,590

負債の部   

預金 11,450,207 11,309,291

譲渡性預金 32,490 60,124

コールマネー及び売渡手形 207,707 223,072

債券貸借取引受入担保金 5,100 57,454

特定取引負債 1,046 867

借用金 300,618 251,601

外国為替 77 145

社債 64,300 64,300

その他負債 233,021 148,413

役員賞与引当金 64 －

退職給付引当金 203 209

睡眠預金払戻損失引当金 1,537 1,423

偶発損失引当金 691 716

特別法上の引当金 5 5

再評価に係る繰延税金負債 19,323 19,323

支払承諾 256,681 250,862

負債の部合計 12,573,078 12,387,811
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

純資産の部   

資本金 215,628 215,628

資本剰余金 177,244 177,244

利益剰余金 358,033 365,595

自己株式 △625 △5,343

株主資本合計 750,281 753,125

その他有価証券評価差額金 54,863 52,649

繰延ヘッジ損益 △19 △8

土地再評価差額金 34,249 34,249

その他の包括利益累計額合計 89,094 86,890

新株予約権 309 212

少数株主持分 55,979 56,551

純資産の部合計 895,664 896,779

負債及び純資産の部合計 13,468,743 13,284,590
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

経常収益 71,729 72,267

資金運用収益 42,740 42,068

（うち貸出金利息） 36,786 35,016

（うち有価証券利息配当金） 4,818 5,824

役務取引等収益 11,660 15,271

特定取引収益 428 434

その他業務収益 15,886 12,163

その他経常収益 1,014 2,329

経常費用 52,485 46,293

資金調達費用 2,469 2,390

（うち預金利息） 1,355 1,451

役務取引等費用 1,341 766

特定取引費用 0 －

その他業務費用 11,751 8,176

営業経費 27,432 27,873

その他経常費用 ※1  9,489 ※1  7,085

経常利益 19,244 25,974

特別利益 0 －

固定資産処分益 0 －

特別損失 93 58

固定資産処分損 93 58

その他の特別損失 0 0

税金等調整前四半期純利益 19,150 25,915

法人税、住民税及び事業税 7,966 10,472

法人税等調整額 △695 △645

法人税等合計 7,270 9,827

少数株主損益調整前四半期純利益 11,879 16,088

少数株主利益 678 661

四半期純利益 11,201 15,426
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 11,879 16,088

その他の包括利益 △5,236 △2,051

その他有価証券評価差額金 △5,247 △2,061

繰延ヘッジ損益 10 10

四半期包括利益 6,643 14,036

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 6,020 13,222

少数株主に係る四半期包括利益 623 814
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注記事項 

(四半期連結貸借対照表関係) 

※１  貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。 

 
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

   

※２  有価証券中の社債のうち、有価証券の私募(金融商品取引法第２条第３項)による社債に対する保証債

務の額 

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

※１  その他経常費用には、次のものを含んでおります。 

 
   

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及び

のれんの償却額は、次のとおりであります。 

 
   

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成25年６月30日)

破綻先債権額 5,279百万円 4,641百万円 

延滞債権額 179,280百万円 180,992百万円 

３ヵ月以上延滞債権額 4,532百万円 5,257百万円 

貸出条件緩和債権額 24,130百万円 24,692百万円 

合計額 213,223百万円 215,583百万円 

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成25年６月30日)

 104,086百万円 100,005百万円 

 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

貸倒引当金繰入額 3,589百万円 3,034百万円 

株式等償却 3,837百万円 4百万円 

 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

減価償却費 2,337百万円 2,182百万円 

のれんの償却額 131百万円 168百万円 
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(株主資本等関係) 

１  配当金支払額 

   

 
   

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

   

１  配当金支払額 

   

 
   

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

   

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当行グループは、銀行業を中心に、リース業、証券業、その他の金融サービスに係る事業を行っており

ます。また、当行はグループ戦略会議を設置し、グループ各社の事業の経営目標の設定及び履行状況の定

期的な検証等を行い、グループ全体の経営管理を統括しております。なお、グループ各社が営む銀行業以

外の事業については重要性が乏しいことから、セグメント情報の記載を省略しております。 

   

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、次のとおりであります。 

   

前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月11日 
取締役会 

普通株式 6,734 5.0 平成24年３月31日 平成24年５月28日 利益剰余金

当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月10日 
取締役会 

普通株式 7,850 6.0 平成25年３月31日 平成25年５月27日 利益剰余金

  (自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

(1) １株当たり四半期純利益金額 円 8.34 11.82 

 (算定上の基礎)    

  四半期純利益 百万円 11,201 15,426 

  普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ― 

  普通株式に係る四半期純利益 百万円 11,201 15,426 

  普通株式の期中平均株式数 千株 1,342,126 1,305,060 

(2) 潜在株式調整後１株当たり 
  四半期純利益金額 

円 8.34 11.81 
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(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

   

期末配当 

平成25年５月10日開催の取締役会において、第152期の期末配当につき次のとおり決議いたしました。 

期末配当金額               7,850百万円 

１株当たりの期末配当金           ６円00銭 

支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成25年５月27日 

   

 (算定上の基礎)    

  四半期純利益調整額 百万円 ― ― 

  普通株式増加数 千株 673 770 

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり四半期純利益金
額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変
動があったものの概要 

 
新株予約権３種類(新株予約権
の数 6,876個)。 

新株予約権２種類(新株予約権
の数 6,256個)。 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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株式会社  横浜銀行 

 
   
 

   
 

   
 

   

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社横浜銀行の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、

四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

   

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 

   

監査人の責任 

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

   

監査人の結論 

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社横浜銀行及び連結子会社の平成25

年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

   

利害関係 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

   

以  上 

   

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成25年７月31日 

取締役会  御中 

有限責任監査法人  トーマツ  

指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士    梅    津    知    充    ㊞ 

指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士    濱    原    啓    之    ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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